
る質問項目への
回答と「医療政
策に関する自由
意見」を求めた。
協会では今後ア
ンケートの回答
などをもとに羽
田氏に対して要望・懇談を求めていく。
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主な記事
歯科用金属価格改定無し / 歯のなんでも電
話相談 / 東谷幸政氏寄稿…2 面、技工所ア
ンケート結果 / 記者会見…3 面、保険かわ

ら版 / 理事会便り…4 面

新
型
コ
ロ
ナ
禍
の
現
在
、
大
阪

な
ど
関
西
圏
で
は
、「
医
療
崩

壊
」
が
起
き
て
、
新
型
コ
ロ
ナ

感
染
症
の
治
療
が
間
に
合
わ

な
い
だ
け
で
な
く
、
通
常
の
入

院
手
術
な
ど
が
で
き
な
い
事

態
が
起
き
て
い
る
。
こ
れ
は
、

自
宅
等
に
待
機
し
て
い
る
患
者
さ
ん
を
重

症
化
さ
せ
な
い
た
め
の
、
外
来
で
処
方
で

き
る
治
療
薬
等
が
、
な
か
な
か
特
例
承
認

が
さ
れ
ず
、
重
症
化
し
て
し
ま
う
と
思
う

よ
う
に
入
院
先
が
決
ま
ら
な
い
、
と
い
う

悪
循
環
に
よ
る
も
の
だ
。
国
民
の
安
心
安

全
と
命
を
護
る
た
め
に
は
、
薬
の
特
例
承

認
等
、
迅
速
な
対
応
が
必
要
で
あ
る
。
◆

東
京
五
輪
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
開
催
を

控
え
、
日
本
で
も
、
Ｓ
Ａ
Ｒ
Ｓ-

Ｃ
ｏ
Ｖ

２
に
対
す
る
ワ
ク
チ
ン
接
種
が
２
月
17
日

か
ら
行
わ
れ
始
め
た
。
欧
米
諸
国
と
比
べ

る
と
、
遅
ま
き
な
が
ら
医
療
従
事
者
か
ら

接
種
が
始
ま
り
、
高
齢
者
や
有
病
者
を
対

象
に
進
め
ら
れ
る
よ
う
だ
。
し
か
し
、
い

ず
れ
の
ワ
ク
チ
ン
も
、
ま
だ
Ｆ
Ｄ
Ａ(

米

食
品
医
薬
品
局)

が
Ｅ
Ｕ
Ａ(

緊
急
使
用

許
可)

し
た
も
の
で
あ
り
、
完
成
版
で
は

な
い
た
め
か
、
日
本
人
に
と
っ
て
は
副
反

応
が
強
い
よ
う
だ
。
４
月
末
時
点
で
厚
労

省
に
報
告
が
あ
っ
た
だ
け
で
も
、
す
で
に

５
千
５
百
人
を
超
え
る
副
反
応
発
生
者
が

出
て
い
る
。
４
月
末
ま
で
約
21
万
人
に
接

種
し
た
段
階
で
の
報
告
を
見
る
と
、
そ
の

割
合
は
接
種
者
の
２
・
６
％
に
出
現
し
、

そ
の
内
、接
種
後
の
関
連
性
に
つ
い
て「
ワ

ク
チ
ン
と
の
因
果
関
係
が
評
価
で
き
な
い

も
の
」
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、
39
人
が

死
亡
し
て
い
る
の
だ
か
ら
、
た
だ
事
で
は

な
い
。
◆
厚
労
省
に
よ
る
一
覧
で
の
副
反

応
は
、
事
前
に
予
測
し
た
ア
ナ
フ
ィ
ラ
キ

シ
ー
症
状
に
よ
る
も
の
が
多
い
が
、
接
種

後
の
死
亡
例
を
見
る
と
、
予
期
さ
れ
な

か
っ
た
、
脳
内
や
頭
蓋
内
で
の
出
血
や
、

心
肺
停
止
、
心
筋
梗
塞
、
動
脈
解
離
な
ど

が
挙
が
っ
て
い
る
。
こ
れ
か
ら
国
産
の
従

来
型
の
ワ
ク
チ
ン
が
登
場
す
る
と
い
う
。

そ
れ
ま
で
、
命
に
係
わ
る
副
反
応
に
対
し

て
は
、
迅
速
で
慎
重
な
対
応
が
求
め
ら
れ

る
。（
Ｍ
・
Ｍ
）

　昨年 10 月に開始し３
月８日に締め切りとなっ
た待合室キャンペーン「ク
イズで考える私たちの医
療」の当選結果が発表さ
れた。全国での応募総数
は 88,419 通で長野県か
ら は 2,949 通 の 応 募 が
あった。クイズハガ
キで寄せられた意見
は今後の要請等で活
用していく。

　今回は長野県から、１等（ダイ
ソンハンディクリーナー）に 1 名
が当選した。当選者は長野市から
の応募者で、長野県から１等の当

選者が出たのはこれまでのキャンペー
ンを併せても初となる。
　他にも、２等（災害復興支援のカタ
ログギフト）4 名、３等（オリジナル
クオカード 1,000 円分）5 名、４等（オ
リジナルエコバッグ）に 14 名が当選
した。当選者へは５月中旬から保団連
より順次景品の発送が行われる。

2021 年４月 1日施行

「パートタイム・有期雇用労働法」実務のポイント
　2020 年 4 月から施行された「パートタイム・有期雇用労働法」。

いわゆる同一労働同一賃金について、いよいよ今年の 4 月からすべ
ての事業所が対象となりました。今回は、新しく施行された「パー
トタイム・有期雇用労働法」について、同一労働同一賃金とは何な
のか、パートの管理は何に気をつけるべきか、具体的にわかりやす
く、その対応策をお伝えします。
　当日は、質疑応答の時間を設けますので、気になることは何でもご質問ください。

講師　石関　裕子　氏（ブランカ社会保険労務士法人　代表社員）

日時　2021 年 6 月 20 日（日）　13：00 ～ 15：00（質疑応答含む）

会場　オンライン会議システム（ZOOM）による Web 配信

           ご自宅等からインターネット接続でご参加いただけます。

対象　院長、事務長等労務管理に携わる方（会員医療機関）

参加費　無料

お申込み　https://nagano-hok.com/lecture/9276.html

※事前のお申込みが必要です。上記 URL または QR コードからお申込みください。

長野から署名 1,544 筆を提出

　４月 22 日、「# 医療費２倍化とめる」
署名提出集会が衆議院議員会館にて開
催された。県保険医協会からは宮沢会
長、市川、林各副会長が Web 参加し
た。当日は Web 参加を含め約 250 人
が参加。また、８人の国会議員がかけ
つけ、医療費窓口負担２割化の阻止を
訴えた。
　３月から取り組んでいた「75 歳以
上の医療費窓口負担２割化撤回を求め
る」請願署名は 1,544 筆が長野協会
へ寄せられ、武田良介参議院議員を通
じ国会へ提出した。
　署名活動に協力いただいた先生方に
はお礼申し上げます。
衆院可決に会長談話を送付

　５月 11 日、75 歳以上の窓口負担
を１割から２割に引き上げる高齢者医
療確保法改正案が、衆院本会議で自民・
公明両党らの賛成多数で可決され、参
議院に送られた。成立すれば 2022 年
後半（2022 年 10 月～ 2023 年３月
のいずれかの月の初日）から適用され
る。12 日、協会では衆議院での健康
保険法等の改正案可決に抗議する会長
談話を発表し、内閣総理大臣、厚生労
働大臣宛に送付した。
　改正案に盛り込まれた引き上げの
対象は、単身世帯で年収 200 万円以

上、夫婦ともに 75 歳以上の世帯で年
収の合計が 320 万円以上となる。厚
労省の資料では全体の２割を占める
約 370 万人が該当する。配慮措置と
して、引き上げ後３年間は外来患者に
ついて、1 カ月の医療費が３万円を超
える場合は、窓口負担の増加額を最大
3,000 円にとどめることとした。
　もし改正案がこのまま成立すれば、
窓口負担の増加は受診控えに繋がるこ
とは容易に予測でき、必要な医療を受
けずに健康状態を悪化させてしまう患
者の発生にも繋がる。結果的に医療費
が増える可能性もはらんでくる。
　それに対し、高齢者への負担増によ
る現役世代への負担軽減は厚労省の試
算によると、１人当たり年間 350 円
程度にすぎない。コロナ禍により国民
が困窮するなか、患者にさらなる負担
を強いる窓口負担 2 割化は中止すべ
きである。

ク
イ
ズ
ハ
ガ
キ

　

長
野
か
ら
初
の
１
等
当
選
者

　立憲民主党の羽田雄一郎
氏（元国土交通大臣）の死去
に伴う参議院議員長野選挙
区補欠選挙は立憲民主党の
羽田次郎氏（51）が当選した。
　県保険医協会では３月に
立候補予定者にアンケート
を実施し、医療政策等に関す

住江保団連会長 ( 左 ) から武田議員 ( 右 )
へ署名を提出

参
院
長
野
選
挙
区
補
選

   

立
民
・
羽
田
氏
が
当
選

クイズハガキの景品

高齢者窓口負担２割化 衆院本会議で可決

 受診控えから健康悪化に繋がる懸念

当選した羽田次郎氏

　長野県保険医協会では、2021 年３月 17 日に災害等見舞金の規定を改定し、
会員医療機関の医師・歯科医師が新型コロナなど指定感染症の影響で休診した
場合も支給の対象とすることとしました。感染症に対する見舞額は休診日数に
関わらず１万円となります。2021 年３月 17 日以降の休診が対象です。該当
する先生は事務局（026-226-0086）までご連絡をお願いします。

新型コロナによる休診への見舞金を支給します

経営税務セミナーのご案内




